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1 はじめに 

現在、地震時における地盤の応答解析を行う場合には地

盤の変形特性を明らかにする必要がある．しかし泥炭につ

いてはこれまでに報告例が尐なく，データの蓄積が望まれ

る．これまで国内では能登 1)らの報告例が代表的であるが，

これらは北海道の泥炭についての報告であり，北海道の泥

炭は本州の泥炭とは性質がかなり異なることが知られてい

る．そこで，本研究では変形特性に及ぼすこれらの影響を

明らかにする端緒として，秋田県および北海道で採取した

泥炭について繰返し載荷試験を行い変形特性のうち特に応

答解析に必要とされるせん断剛性率G や減衰比 hのひずみ

依存特性を評価し，過去に提案された経験式と比較し検証

している． 

2 実験概要 

本報告で用いている試料は秋田県および北海道で採取さ

れた高有機質土試料である．秋田泥炭は塩ビ管を直接地盤

に差し込んで採取した試料を，江別泥炭についてはシンウ

ォールサンプリングして採取された試料を，岩見沢泥炭に

ついてはブロック状試料に塩ビ管を貫入してサンプリング

したものを使用した．以後これらを秋田泥炭，江別泥炭，

岩見沢泥炭と呼ぶ．なお，供試体作成にあたっては，試料

の上下端面のみを形成し，高さを秋田泥炭で 150mm，北海

道泥炭で 120mmとして供試体とした．また，試料の物性値

は秋田泥炭で，密度s=1.64g/cm
3，強熱減量Lig=76.5%，分

解度H=75.5%，岩見沢泥炭で，密度s=1.67g/cm
3，強熱減量

Lig=74.5%，分解度H=70.1%，江別泥炭は深度によって土粒

子の密度，強熱減量の値にかなり幅があり，密度s=2.43~ 

1.80g/cm
3，強熱減量Lig=68.7~16.8%，分解度H=96.3~65.8% 

であった．繰返し載荷は軸ひずみ速度 0.02%/minで片振幅

ひずみ 0.005,0.01,0.02,0.05,0.1,0.2,0.5,1.0,2.0%と順次増加さ

せるステージ載荷とした各ステージにおいての繰返し回数

は 11 回とし，学会基準に基づいて 10回目の軸ひずみ ε-軸

差応力 q 関係から，せん断剛性率G，減衰比 h，せん断ひず

み γ=3/2ε として求めた．また，高有機質土の圧縮性から，

繰返し載荷の終了後排水バルブを開いて過剰間隙水圧を消

散させると排水による体積変化が生じ間隙比が大きく変化

するため，各ステージ間で排水バルブは閉じたままとした． 

3 実験結果および考察 

図-1 は各圧密応力で供試体についてのG-γ の関係を各せ

ん断ひずみにおけるG の値を γ=0.0075%の時のG(=G0：初

期せん断弾剛性率)で除し，ひずみの増加に伴うG の減尐量

を示している．図中には過去の高有機質土の報告 2)
,
 3)を比較

のため重ねて示している．試験に用いた試料において，G

の減尐は緩やかであり，高有機質土特有の性質が強い試料

であることがわかる．江別泥炭(深度 4.3m)については他の

試料より急なG の減尐が見られる．これは粘土成分を多く

含んでいるためと考えられる．図-2 は h-γ 関係を表した曲線

を示している．h-γ 関係においても，これまでの高有機質土

試料を用いた試験の結果を重ねて表している．本研究で得

られた試験結果はこれらの報告結果と比べ hの値が同等か

らやや低くなっている．ただし，本研究の試験結果はひず

みの非常に小さい部分で履歴曲線がループ状に求められず

hが大きく表わされているところが見られた． 

図-3は図-1のG/G0-γ関係におけるG/G0=0.5に対応する γ

を基準ひずみ γrとして求め，横軸を γrで正規化して表して

いる．図中の破線はHardin-Drnevichモデル(以下H-D モデ

ル)を示している．実験から得られた G/G0-γ/γr関係はおおよ

 

図-1 各試料のG/G0-γ関係 

 

図-2 各試料のh-γ関係 



そ破線と一致しており高有機質土のG-γ 関係がH-D モデル

によって良く表されることが分かる．減衰比 hについては

まず，G/G0=0 のときの hとなる hmaxの値を算出する必要が

ある．図-4 は縦軸に hを横軸にG/G0を示している．G/G0

が1に近づく微小ひずみの領域で直線関係が崩れているが，

近似線のG/G0=0に対する切片よりhmax=0.16が求められる． 

図-5 は hについてH-D モデル化を行ったものである．モ

デルでは γの小さい部分で hが 0 に近づくのに対し試験結

果の hは大きく表わされている．高有機質土のG0，γrについ

ては過去に能登・熊谷による実験式が提案されている．図-6

はG0，図-7 は γrについての繰返し載荷より得られた値と実

験式より算出した値を比べている．図中の式においてωcは

圧密終了時の含水比，σ’cは初期有効圧密応力である．実験

式によるG0は実際の値をおおむね表現しているが，強熱減

量が小さい試料では必ずしも一致せずにG を過大に評価す

る傾向にある．実験式によるγrは本研究の結果から導いた γr

よりやや過大に評価されており，その差を求めたところ γr

は実験式による値の約 66%程度を示した．図-8 はG-γ 関係

の繰返し載荷試験より求めた値と実験式から求めたG0およ

び γrを用いたH-D モデルにより計算した値の比較をしてい

る．秋田泥炭および岩見沢泥炭に関しては実験値と計算値

との一致度は非常に高くなっているが，江別泥炭の比較的

有機分の尐ない試料では計算値は実験値よりも大きな値を

示しており，その差はおよそ 1.3~1.7 倍となっている．図-3

においてH-D モデル自体は実験結果とほぼ一致しているこ

とを考慮すると，この差は実験式におけるG0あるいは γrの

値に起因しているものと考えられるが，両者の図上での位

置関係が平行に近く差がほぼ一定なことから主にG の実験

式の精度によるものと考えられる．実験式は有機質の尐な

い試料では誤差が大きくなることからこの実験式の精度に

は試料の物性値が大きく関係していると考えられる．した

がってH-D モデルの適用範囲を高有機質土のみにならず，

比較的有機質の尐ない土にまで拡張することを考えた場合

には、強熱減量や分解度といった物性値の影響を考慮した

G0，γrの実験式が必要になることが考えられる． 

4 結論 

本研究から得られた知見は以下の通りである． 

 本研究で用いた高有機質土に対してHardin-Drnevich モ

デルの適用はG/G0-γ/γr関係については可能であり，必

要なパラメータを適切に決定することによってG-γ 関

係はよく表現される．h-γ 関係についても適用可能だと

考えられる． 

 過去に提案された実験式によって決定したパラメータ

は強熱減量が小さい試料では必ずしも妥当な値を与え

ず，その結果G を 30~70%過大に評価する傾向を示した． 
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図-3 G/G0-γ/γr関係 
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図-4 h-G0関係 

10
–2

10
0

0

0.1

0.2

せん断ひずみγ(%)

減
衰

比
　

ｈ

シンボルは図–1に同じ

h=hmax(1–G/G0)

Hardin–Drnevichモデル

 

図-5  hのHardin-Drnevichモデル化 
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図-6 G0の実験値と計算値の比較 
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図-8 G-γ関係の比較 

 

図-7 γrの実験値と計算値の比較 
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